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　行政コスト計算書は、資産形成に結びつかない行政
サービスの経費と、その特定財源を対比させた表です。
経常費用の多くは、社会保障給付や補助金といった移
転費用と光熱水費・修繕費・減価償却費などの物件費
等です。これら費用に対応する収益を差し引いた額が
純行政コストです。

平成 29年度決算　日の出町財務書類（概要版）
　財務書類は、企業会計における発生主義・複式簿記の考え方に基づき、財政状況や正確な行政コストを明示
することで財務情報をわかりやすく公表することを目的として作成するものです。
　財務書類の作成にあたっては、総務省より全ての地方公共団体において、団体間の比較が可能な「統一的な
基準」による作成が要請されたことにより、日の出町においてもこの要請に基づいた作成を行っております。
【作成対象】
　「統一的な基準」においては、３種類（一般会計等財務書類、全体財務書類、連結財務書類）の作成が要請さ
れています。
　日の出町が実施している行政サービスには、一般会計にて処理されるものの他、特別会計の対象となる国民
健康保険事業、下水道事業等、さらには関係団体と連携して行っている事業があります。これらを一体として
とらえた財務書類を作成することで、単体では見えにくい財政状況等を総合的に明らかにすることが可能とな
ります。

貸借対照表を、住民１人当たりにすると・・・

　一般会計等においては、資産1,954千円に対して、負債（将来の負担）は403千円、純資産（い
ままでの負担）は、1,551千円です。
　全体では、資産2,360千円に対して、負債（将来の負担）は692千円、純資産（いままでの負担）
は、1,668千円です。

・市町村総合事務組合
・議員公務災害補償等組合
・西秋川衛生組合
・阿伎留病院企業団
・秋川流域斎場組合
・後期高齢者医療広域連合
・日の出町土地開発公社
・日の出町サービス総合センター

・国民健康保険事業
・下水道事業
・介護保険事業
・後期高齢者医療事業

・普通会計

【貸借対照表】
一般会計等 全　体 一般会計等 全　体

資産合計 1,954 2,360
負債合計 403 692

純資産合計 1,551 1,668

（単位：千円）
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（単位：百万円）

　貸借対照表は、住民サービスを提供するために所有している資産と、その資産の財源を示した表です。資産の９割以
上が土地・建物等の有形固定資産、また負債のおよそ８割が地方債となっております。また、資産合計に占める純資産
の割合をみることで、資産のおよそ７～８割が過去または現世代の負担によって形成されていることがわかります。

純資産変動計算書

行政コスト計算書

　純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産
の部について、１年間の動きを表す計算書で
す。行政コスト計算書で算出された純行政コ
ストが税収等の財源でどの程度賄われている
かを表しています。なお、純資産の変動は、
将来世代と現世代との間で負担割合が変動し
たことを意味し、純資産の増加は現世代の負
担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積
したと捉えることができます。一方、純資
産の減少は、将来世代にとっても利用可能で
あった資源を費消し、将来世代に負担が先送
りされたことを意味します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資金収支計算書は貸借対
照表に計上されている資金の１年間の動きを表します。一般会計等・
全体のいずれも、業務活動収支のプラスにより、資産形成等の投資
活動及び地方債償還等の財務活動を行っていることがわかります。

資金収支計算書

地　方　公　共　団　体
一部事務組合
広域連合

地方独立行政法人
地方三公社

第三セクター等

一　般　会　計

特　別　会　計

うち
公営企業会計

一 般 会 計 等 地方公営事業会計

※連結財務書類は、別途作成・公表します。

一般会計等財務書類

全 体 財 務 書 類

連 結 財 務 書 類

※上記金額は平成30年 4月 1日現在の住民基本台帳の人口 (=16,788人）を用いて算出しています。

　財務書類は４つの表・計算書で構成されており、各表・各計算書の概要と
関係は以下のとおりです。

科　目 一般会計等 全　体 科　目 一般会計等 全　体

【資産の部】
固定資産
　有形固定資産
　無形固定資産
　投資その他の資産

31,080
30,395
121
564

37,670
36,800
132
738

【負債の部】
固定負債
　地方債
　退職手当引当金
流動負債

6,168
5,447
721
591

10,546
9,795
751

1,077

流動資産
　現預金
　基金
　その他

1,718
392

1,301
25

1,957
540

1,372
45

負債合計 6,759 11,623

【純資産の部】
固定資産等形成分
余剰分（不足分）

32,381
△ 6,342

39,042
△ 11,038

純資産合計 26,039 28,004

資産合計 32,798 39,627 負債及び純資産合計 32,798 39,627

（単位：百万円）自 :平成 29年４月  1 日 ～ 至 :30 年３月 31日

科　　　目 一般会計等 全　体
前年度末純資産残高 26,065 27,813
　純行政コスト
　財源
　　税収等
　　国県等補助金

△ 7,167
7,151
4,358
2,793

△ 10,347
10,548
6,729
3,819

　本年度差額 △ 16 201
　資産評価差額等 △ 10 △ 10
　本年度純資産変動額 △ 26 191
本年度末純資産残高 26,039 28,004

科　　　目 一般会計等 全　体
【業務活動収支】
　業務支出
　業務収入
　臨時支出
　臨時収入

7,711
8,125

0
0

11,123
11,982

0
0

業務活動収支 414 859
【投資活動収支】
　投資活動支出
　投資活動収入

598
338

662
371

投資活動収支 △ 260 △ 291
【財務活動収支】
　財務活動支出
　財務活動収入

453
446

936
522

財務活動収支 △ 7 △ 414
本年度資金収支差額 147 154
前年度末資金残高 245 386
本年度末資金残高 392 540

科　　　目 一般会計等 全　体
経常費用 8,394 12,046

　業務費用
　　人件費
　　物件費等
　　その他の業務費用
　移転費用
経常収益

4,917
1,532
3,313
72

3,477
1,287

5,561
1,603
3,738
220

6,485
1,759

純経常行政コスト △ 7,107 △ 10,287
臨時損失
臨時利益

61
1

61
1

純行政コスト △ 7,167 △ 10,347

（平成30年３月 31日現在）
貸 借 対 照 表

（単位：百万円）自 :平成 29年４月  1 日 ～ 至 :30 年３月 31日

（単位：百万円）自 :平成 29年４月  1 日 ～ 至 :30 年３月 31日


